
証券コード 4443
2022年8月8日

株 主 各 位
東 京 都 渋 谷 区 神 宮 前 5 - 5 2 - 2
青 山 オ ー バ ル ビ ル 1 3 F

S a n s a n 株 式 会 社
代表取締役社長 寺 田 親 弘

1． 日 時 2022年8月30日（火曜日）午前10時
※ログインは午前9時30分頃から可能となる予定です。

2． 開 催 方 法 場所の定めのない株主総会といたします。
※当社指定のウェブサイト（以下「Sansan株主総会ウェブサイト」）を
通じてご出席ください。ご出席いただくために必要となる当該ウェブサ
イトのURL、アクセス・ログイン方法、お手続方法等の詳細は、3頁のご
案内をご確認ください。
※完全オンラインにて開催するため、会場はございません。

3． 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第15期（自 2021年6月1日 至 2022年5月31日）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

2. 第15期（自 2021年6月1日 至 2022年5月31日）計算書類
報告の件

決 議 事 項
第1号議案 定款一部変更の件
第2号議案 取締役（監査等委員である者を除く）5名選任の件
第3号議案 監査等委員である取締役2名選任の件
第4号議案 取締役（監査等委員である者を除く）に対する株価条件付ス

トックオプションとしての新株予約権の内容決定の件

第15回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第15回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本年の定時株主総会（以下「本総会」といいます）は、当社定款第11条第2項並びに「産業競争力

強化法等の一部を改正する等の法律（令和3年法律第70号）」及び「産業競争力強化法に基づく場所
の定めのない株主総会に関する省令（令和3年法務省・経済産業省令第1号）」に基づき、場所の定
めのない株主総会（インターネット上でのみ開催する『バーチャルオンリー株主総会』）といたし
ます。
本総会には、株主の皆さまが実際にご来場いただける会場はございませんので、オンラインでご

出席くださいますようお願い申しあげます。なお、ご出席いただくために必要となる環境やお手続
方法等の詳細は、3頁記載の「バーチャルオンリー株主総会の運営について」をご確認ください。ま
た、当日ご出席されない場合、あるいはご出席される予定でも通信障害等に備え、書面またはイン
ターネット等によって事前に議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類をご
検討いただき、2022年8月29日（月曜日）午後5時までに議決権を行使くださいますよう、お願い申
しあげます。

敬 具

記

以 上
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◎本総会の議事における情報の送受信に用いる通信の方法は、インターネットによるものとしま

す。

◎書面またはインターネット等により事前に議決権を行使された株主さまが本総会に出席し、重

複して議決権を行使された場合は、本総会において行使された内容を有効なものとして取り扱

います。なお、事前に議決権を行使した上で本総会に出席されたものの、当日の議決権行使が

確認できなかった場合は、書面またはインターネットにより事前に行使された内容を有効なも

のとして取り扱います。

◎書面またはインターネット等による議決権行使の方法につきましては、6～7頁をご参照くださ

い。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後

の事項を当社ウェブサイト（https://ir.corp-sansan.com/ja/ir/stock/meeting.html）に掲

載いたします。

◎本総会の決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、本総会終了後、上

記当社ウェブサイトに掲載いたします。

◎通信障害等により、本総会の議事に著しい支障が生じる場合は、議長が本総会の延期または続

行を決定することができることとするため、その旨の決議を総会の冒頭に行うことといたしま

す。当該決議に基づき、議長が延期または続行の決定を行った場合には、速やかに上記当社ウ

ェブサイトでその旨及び延会または継続会の開催日時をお知らせいたします。また、その他、

本総会の運営に関して変更等が生じた場合においても、上記当社ウェブサイトで変更内容等を

お知らせいたします。

◎本総会における目的事項に関するご質問について、当社指定のウェブサイトにて事前受付を予

定しておりますのでご活用ください。詳細は3頁のご案内をご確認ください。

◎法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項については、上記当社ウェブサイト

に掲載しております。本招集ご通知の提供書面は、監査等委員会が監査報告の作成に際して監

査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに会計監査人が会計監査報告の作成に際し

て監査をした連結計算書類及び計算書類の一部です。

（1）事業報告

主要な事業所

主要な借入先の状況

新株予約権等の状況

対処すべき課題

会計監査人の状況

業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）

剰余金の配当等の決定に関する方針

（2）連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

（3）計算書類

貸借対照表

損益計算書

株主資本等変動計算書

個別注記表

計算書類に係る会計監査報告
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【バーチャルオンリー株主総会の運営について】

当社は、株主総会の活性化・効率化及び新型コロナウイルス等の感染症や自然災害等の大規模
災害時のリスク軽減を図るべく、本総会を『バーチャルオンリー株主総会』方式で開催すること
といたしました。バーチャルオンリー株主総会への出席すなわち場所の定めのない株主総会への
出席は、会社法上の「出席」として取り扱われます。本総会において、議決権のある株主さま
は、総会当日に専用の当社指定ウェブサイト（Sansan株主総会ウェブサイト）にアクセスし、イ
ンターネット上でご出席いただくことで、ライブ配信映像のご視聴、議決権行使の他、株主総会
の目的事項に関するご質問、動議の提出等が可能となります。

なお、本総会当日、株主さまが実際にご来場いただく会場はございませんので、オンラインで
ご出席くださいますようお願い申しあげます。議決権を行使される株主さまにおかれましては、
書面またはインターネット等により事前に 議決権を行使いただくか、総会当日に当社指定の
「Sansan株主総会ウェブサイト」を通じたご出席にて行使いただきますよう、お願い申しあげま
す。

ご出席いただくために必要となるSansan株主総会ウェブサイトのURL、アクセス・ログイン方
法、お手続方法等の詳細は、以下の通りとなります。

また、同サイトでは、事前のご質問等をお受けしていますので、是非ご利用ください。
※同サイトのご利用に際しましては、以下の注意事項を必ずご一読ください。

1. 配信日時

2022年8月30日（火曜日） 午前10時～

※ログインは午前9時30分頃から可能となる予定です。
※但し、通信障害等の影響により本総会を上記日程で開催することができなかった場合には、当
社ウェブサイト（https://ir.corp-sansan.com/ja/ir/stock/meeting.html）において、あらた
めて日程等をご案内します。

2．ご出席方法について

①パソコン等を使用し下記Sansan株主総会ウェブサイトにアクセスしてください。

Sansan株主総会ウェブサイト：https://web.sharely.app/login/sansan-15

②接続されましたら、議決権行使書に記載されている「株主番号」「郵便番号」及び「保有株式
数」を画面表示に従って入力しログインしてください。
※議決権行使書を投函する前に、「株主番号」「郵便番号」及び「保有株式数」を、必ずお手許
にお控えください。
※その他ご不明点に関しては下記URLよりヘルプページをご参照ください。

ヘルプページ参照サイト：https://sharely.zendesk.com/hc/ja/

3．ご質問方法について

本総会の目的事項に関するご質問につきましては、総会当日に上記Sansan株主総会ウェブサイ
トにログイン後、議長の指示に従って、同サイト上で行っていただきますようお願いいたしま
す。また、当日本総会に出席されない株主さまにおかれましても、下記期間内に同サイトを通じ
て事前質問を行うことができます。

なお、ご質問は株主さま1名につき2問まで、ご入力いただく質問の文字数は150文字までとさ
せていただきます。ご質問内容を正確に把握できるよう、簡潔な入力にご協力をお願い申しあげ
ます。なお、当日のご質問につきましては、本総会の目的事項に関する質問であって、他の質問
と重複しないものを中心に取り上げることといたしますが、いただいたご質問のすべてに回答で
きない場合がございます。

［質問事前受付期間］2022年8月4日（木曜日）午前10時～2022年8月29日（月曜日）午後5時

※受付期間終了後にお送りいただいたご意見・コメント等にはお答えできかねます。
※株主の皆さまからのご関心が特に高いと思われる事項を中心に、総会当日にご説明させていた
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だく予定です。

4．動議について

本総会において動議をご提出される場合は、総会当日に上記Sansan株主総会ウェブサイトにロ
グイン後、議長の指示に従って、当該ウェブサイト上で行っていただきますようお願いいたしま
す。議長の指定した方法以外の方法によりテキストデータを送信するなど、動議であるか否かの
判別ができないものは動議として取り上げない場合がありますので、あらかじめご了承くださ
い。

5．議決権行使の方法

書面またはインターネット等による事前の議決権行使のほか、総会当日のSansan株主総会ウェ
ブサイトからのご出席によるインターネットを通じた議決権の行使をいただくことができます。

本総会当日の議決権行使をご希望される株主さまにおかれましては、議事進行の様子をライブ
中継でご覧いただきながら、議長の案内に従って議決権を行使くださいますよう、お願い申しあ
げます。

書面またはインターネット等により事前に議決権を行使された株主さまが本総会に出席し、重
複して議決権を行使された場合は、本総会において行使された内容を有効なものとして取り扱い
ます。なお、事前に議決権を行使した上で本総会に出席されたものの、当日の議決権行使が確認
できなかった場合は、書面またはインターネット等により事前に行使された内容を有効なものと
して取り扱います。

6．本総会の議事における情報の送受信に用いる通信の方法に係る障害に関する対策についての
方針の内容

本総会では、通信障害対策が講じられたシステムを利用し、本総会当日の運用に際しては、通
信障害対応が可能な専門スタッフを複数配置します。もっとも、通信障害により議事に著しい支
障が生じた場合に備え、総会当日に、本総会の延期または続行の議長一任決議について諮り、ま
た、株主さまへの周知方法を含む対応マニュアルをあらかじめ整備します。

7．本総会の議事における情報の送受信に用いる通信の方法としてインターネットを使用するこ
とに支障のある株主さまの利益の確保に配慮することについての方針の内容

議決権の行使をご希望の株主さまのうち、インターネットを使用することに支障のある株主さ
まにおかれましては、お手元の議決権行使書用紙を返送する方法により、事前に議決権を行使く
ださいますようお願い申しあげます。

それでもなお、総会当日に本総会へのご出席を希望され、かつ、本総会の議事における情報の
送受信をするためにインターネットを使用することに支障のある株主さまに対しては、必要とな
る機器について貸出しをするための「視聴室」を当社内に設けます。「視聴室」のご利用には事
前申込が必要となります。

なお、ご利用可能な株主さまを最大10名に制限させていただくこと、申込者多数の場合は抽選
となりますことを、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。

【「視聴室」ご利用のお申込方法】

郵送によりお申込みをお受けいたします。お申込みの際は、同封の議決権行使書用紙に記載さ
れている「株主番号」と「氏名」に加えて、ご連絡が可能な「電話番号」を記載のうえ、「視聴
室利用希望」の旨を書き添えた書面を下記宛先まで郵送ください。「視聴室」をご利用いただけ
る株主さまには、株主総会運営事務局から、以下ご連絡日に郵送にて、詳細を連絡させていただ
きます。

申込時に「株主番号」「氏名」「電話番号」「ご希望内容（「視聴室利用希望」）」の記載が
揃っていない場合は、お申込みを無効とさせていただく場合がございます。あらかじめご了承く
ださいますようお願い申しあげます。
・受付期間 2022年8月18日（木曜日）必着

なお、郵送料等の費用は株主さま負担とさせていただきます。
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＜視聴室ご利用に関する書類の提出先＞

【表参道本社】

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前5-52-2 青山オーバルビル3F Sansan株式会社株主総会事務局宛

TEL.03-6758-0033

・ご連絡日 2022年8月24日（水曜日）発送の書面にて対象の株主さまにのみご連絡いたしま
す。

8．代理出席の取扱いについて

代理人による本総会出席を希望される株主さまは、法令及び当社定款の定めに従い、議決権を
有する他の株主さま１名に委任いただきますようお願いいたします。ご希望の株主さまは、本総
会の開催に先立って、当社に「代理の意思表示を記載した書面（委任状）」のご提出が必要とな
りますので、以下の提出先までご送付ください。

＜代理人に関する書類の提出先＞

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前5-52-2 青山オーバルビル3F Sansan株式会社株主総会事務局宛

＜ご提出期限＞

2022年8月23日（火曜日）必着

注意事項

・本総会の進行上の都合やご質問内容により、すべてのご質問にお答えできない場合があり

ます。

・ご質問や動議のご提出等を行う際に、同様の内容の送信を繰り返すことや、膨大な文字量のテ
キストデータを送信すること、本総会の目的事項と無関係な内容やプライバシーまたは名誉を害
するものその他不適切な内容等の送信など、株主の皆さまとの貴重な対話の場である本総会の趣
旨に反する場合や、本総会の議事の進行及び本総会システムの安定的な運営に支障が生じると判
断した場合には、議長の命令または議長の指示を受けた事務局の判断により、当該株主さまとの
通信を強制的に遮断させていただく場合があります。

・当日は安定した配信に努め、通信障害が発生した場合に備え具体的な対処のマニュアルも準備
していますが、視聴される株主さまの通信環境の影響により、ライブ配信の映像・音声の乱れ及
び一時中断などの通信障害、並びに送受信に軽微なタイムラグが発生する可能性があります。

・株主総会当日において、株主さま側の通信環境等の問題と思われる原因での接続不良・遅延・
音声のトラブルにつきましては、一切の責任を負いかねます。

・ご視聴いただく際の接続料金及び通信料等は株主さまのご負担となります。

・映像や音声データの第三者への提供や、SNSなど公開での上映、転載・複製・録画・録音及び
ログイン方法を第三者に伝えることは禁じます。また、ID及びパスワードを第三者に伝えること
も禁じます。

・その他配信システムに関するご不明点に関しましては、下記FAQサイトを確認ください。

https://sharely.zendesk.com/hc/ja/sections/360009585533

【当日のログイン方法、操作方法等に関する問い合わせ窓口】

 問い合わせ先：03-6416-5287 （受付日時：2022年8月30日(火曜日）午前9時～総会終了時刻か
ら1時間後まで）
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(自 2021年 6月 1日
至 2022年 5月31日 )

（提供書面）

事  業  報  告

1. 企業集団の現況

（1） 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当社グループは、「出会いからイノベーションを生み出す」というミッ

ションの下、「ビジネスインフラになる」というビジョンを掲げ、クラウ

ドソフトウエアにテクノロジーと人力によってアナログ情報をデジタル化

する仕組みを組み合わせた手法を軸に、人や企業との出会いをビジネスチ

ャンスにつなげる、働き方を変えるビジネスデータベースを提供していま

す。

具体的には、企業の営業活動や請求書業務、契約書業務等に対して、デ

ジタルトランスフォーメーション（DX）を促進するサービスを展開してお

り、昨今の新型コロナウイルス感染症による働き方の変化やDXへの意識改

革、SaaSビジネスへの関心の高まり等によって、DX市場は2030年に5兆

1,957億円（2020年比3兆8,136億円増）（注1）、国内SaaS市場は2024年に1

兆1,178億円（2019年比5,162億円増）（注2）の規模に達すると予想されて

います。当社が提供する営業DXサービス「Sansan」は、法人向け名刺管理

サービス市場において83.1%のシェア（注3）を占めており、同市場は当社

サービスの成長等につれて、2013年から2020年にかけて13倍に拡大してい

ます。また、当社が提供するクラウド請求書受領サービス「Bill One」

は、クラウド請求書受領サービス市場においてNo.1の売上高シェア（注4）

を獲得しており、2021年度の同市場は、前連結会計年度と比べて226.0％増

加しています。

－ 8 －









功し、中堅・大企業の新規契約獲得が進んだ結果、「Sansan」の契

約件数は前連結会計年度末比9.6%増、契約当たり月次ストック売上

高は前連結会計年度比4.9%増となりました。また、直近12か月平均

の月次解約率は、既存顧客の利用拡大に対する継続的な取り組みを

行った結果、前連結会計年度比0.01ポイント減の0.62%となり、低水

準を維持しました。

この結果、「Sansan」売上高は前連結会計年度比18.6%増、うち、

固定収入であるストック売上高は前連結会計年度比18.4%増、その他

売上高は前連結会計年度比22.3%増となりました。

b.「Bill One」

「Bill One」の高成長継続に向け、人材採用をはじめとした営業体

制の強化や機能拡充等に取り組んだ結果、中堅・大企業の新規契約

獲得が進み、有料契約件数は前連結会計年度末比256.9%増、有料契

約当たり月次売上高は前連結会計年度比63.1%増となりました。

この結果、「Bill One」売上高は前連結会計年度比878.1%増となり

ました。また、2022年5月におけるMRRは前年同月比479.7%増、

ARR（注8）は1,407百万円となり、目標としていたARR10億円を大幅

に上回りました。

（注）8. Annual Recurring Revenue（年間固定収入）

c. その他

既存サービスで培った強みや知見、ノウハウ等を活かして、クラ

ウド契約業務サービス「Contract One」等の立ち上げに注力しまし

た。

この結果、その他売上高は前連結会計年度比4,414.0%増となりま

した。

以上の結果、Sansan／Bill One事業の売上高は前連結会計年度比

24.0%増となりました。セグメント利益は、主には「Bill One」のさら

なる成長実現のための投資を強化したことから、前連結会計年度比8.5%

増となりました。
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⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

当社は、2021年6月30日付で、Unipos株式会社の株式を取得しました。

当社は、2021年7月26日付で、ウイングアーク１ｓｔ株式会社の株式を

売却しました。

当社は、2021年12月16日付で、当社の持分法適用会社であるSATORI株式

会社の株式を追加取得し、出資比率が34.5％となりました。

当社は、2022年5月2日付で、当社の連結子会社のログミー株式会社の株

式を追加取得し、100％子会社としました。
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システムを通じ十分な監査業務を遂行できる環境が整備されているため、常

勤の監査等委員を選定していません。

5． 当社は、監査等委員である取締役 横澤靖子氏、石川善樹氏及び塩月燈子氏を

株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ています。

6． 当社が2022年7月1日付で行った組織改編により、次の通り取締役の担当及び

重要な兼職が変更されました。

①取締役 大間祐太氏について、人事部担当から人事本部担当へと変更されま

した。

②取締役 橋本宗之氏について、財務経理部・総務法務部・オフィス戦略部・

投資戦略室・IR室・EXデザイン室担当からコーポレート本部担当へと変更

されました。

② 責任限定契約の内容の概要

当社は、各監査等委員である取締役との間で、会社法第427条第1項及び

定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しています。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定め

る最低責任限度額としています。

③ 補償契約の内容の概要等

当社は、取締役（監査等委員である者を除く） 寺田親弘氏、富岡圭

氏、塩見賢治氏、大間祐太氏及び橋本宗之氏並びに監査等委員である取締

役 赤浦徹氏、横澤靖子氏、石川善樹氏及び塩月燈子氏との間で、会社法

第430条の2第1項に規定する補償契約を締結しており、同項第1号の費用及

び同項第2号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することと

しています。ただし、当該補償契約によって会社役員の職務の執行の適正

性が損なわれないようにするため、次に掲げる事項に該当する場合には補

償の対象としないこととしています。

・争訟費用のうち通常要する費用の額を超える部分

・当社が損害金等を賠償するとすれば被補償者である取締役（以下「被

補償者」という。）が当社に対して会社法第423条第1項の責任を負う

場合には、損害金等のうち当該責任に係る部分

・被補償者がその職務を行うにつき悪意又は重大な過失があったことに

より責任を負う損害金等の全部

また、当社が被補償者に対し補償金を支払った後であっても、次の事項

に該当する場合には、被補償者は当社に対して補償金の全部または一部を

返還することとしています。
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・被補償者が自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は当社に損害を

加える目的で職務を執行したことが判明した場合には、補償を受けた

費用等の全部

・本契約に基づき補償を受けた費用等の全部又は一部について補償を受

けることができないことが判明した場合には、補償を受けた費用等の

うち本契約に基づき補償を受けることができない部分

・当社が保険者との間で締結する保険契約のうち被補償者がその職務の

執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けるこ

とによって生ずることのある損害を保険者が填補することを約するも

のであって、被補償者を被保険者とするものに基づき、被補償者が保

険者から填補を受けた場合には、補償を受けた費用等のうち当該填補

を受けた部分

なお、当該補償契約の履行に関する該当事項はありません。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しています。当該保険契約の被保険者の範囲は取締

役（監査等委員である者を除く）、監査等委員である取締役、執行役員及

び当社子会社取締役（以下「役員等」といいます。）であり、取締役会決

議により被保険者は保険料を負担していません。当該保険契約により被保

険者が当社または当社子会社の役員等としての業務につき行った行為に起

因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が損害賠償金及び争

訟費用を負担することで被る損害が塡補されます。ただし、被保険者の職

務の執行の適正性が損なわれないようにするため、次に掲げる事項に該当

した場合には塡補の対象としないこととしています。

・当社及び役員等が違法に利益または便宜を得た場合

・法令及び当社社内規程等に違反することを認識しながら行った行為
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⑤ 取締役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、取締役の報酬等に係る決定方針につき、取締役会において決

定しています。また、2022年7月開催の取締役会においては、株主総会

の承認決議を条件として第16期以降の取締役の報酬等に係る決定方針を

以下の通り一部変更する旨及び取締役（監査等委員を除く）の個別報酬

に非金銭報酬である株価条件付ストックオプションを導入することにつ

いての決議を行っています。

また、当事業年度の取締役（監査等委員である者を除く）の個別報酬

等については、上記決定方針に基づき予め社外取締役全員の賛成を得た

上で定時株主総会後に開催した臨時取締役会にて決定していることか

ら、その内容は決定方針に沿うものであると判断しています。

【取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針】

ａ．基本報酬（固定の金銭報酬）に関する取締役の個別報酬等の額又は

算定方法の決定方針

取締役（監査等委員である者を除く）の個別基本報酬額は、株主

総会にて決議された報酬総額の限度内において、各取締役の職責や

業務執行状況及び会社業績や経済状況等を勘案し、毎期、更新・決

定するものとする。

なお、監査等委員である取締役の個別基本報酬額は、株主総会に

おいて決議された報酬総額の限度内において、監査等委員全員の協

議により決定している。

ｂ．業績連動報酬・非金銭報酬の導入及び決定方針

取締役の個別報酬等について、業績連動報酬制度または非金銭報

酬制度を導入する場合には、取締役会の決議を要するものとする。

また、当該報酬制度を導入する際には、その内容及び金額（算定

方法）の決定方針並びに個別報酬等を構成する各報酬の割合につい

ても、取締役会にて決議するものとする。

第16期以降の取締役（監査等委員である者を除く）の個別報酬と

して、中長期のインセンティブ報酬としての株価条件付ストックオ

プションを付与する場合がある。当該ストックオプションについて

は、経営環境や他社における報酬水準等を踏まえ、取締役のパフォ

ーマンス及び貢献意欲を最大化させ、かつ株主価値との連動性をよ

り強化し適切なリスクテイクが図られるようなインセンティブとな

るべく、基本報酬との割合の決定並びに適切な制限及び条件設定を
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（3） 会社の支配に関する基本方針

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者は、持続的かつ安定的な成

長を目指し、企業価値の最大化及び株主共同の利益の増強に経営資源の集中

を図るべきだと考えています。

現時点では特別な買収防衛策は導入していませんが、今後も引き続き社会

情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行っていきます。
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（注）1． 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2． 各候補者の所有する当社の株式数は、当期末（2022年5月31日）現在の株式

数を記載しています。

3． 取締役の選任理由について

（1）寺田親弘氏は、当社創業以来一貫して当社代表取締役を務め、長年にわた

る経営経験を有するとともに、当社の事業全般に関する戦略立案及び業務

執行の最高責任者として強いリーダーシップを発揮し、適時適切な意思決

定、経営監督の実現を図っていることから、引き続き取締役候補者としま

した。

（2）富岡圭氏は、代表取締役 寺田親弘氏とともに当社を創業し、管掌役員と

してSansan事業を当社の主要事業に成長させることはもとより、Bill One事

業を含めた国内外の事業展開を推進する等、営業部門における知見を活か

して当社の事業拡大及び売上最大化に貢献していることから、引き続き取

締役候補者としました。

（3）塩見賢治氏は、代表取締役 寺田親弘氏とともに当社を創業し、Eight事業

管掌役員として同事業のサービス拡大及びマネタイズを推進するほか、技

術本部管掌役員としてもエンジニアとしての知見を軸に開発部門を牽引

し、当社プロダクトの強化を通じた事業拡大及び売上最大化に貢献してい

ることから、引き続き取締役候補者としました。

（4）大間祐太氏は、人材・採用系企業にて事業立ち上げ及び経営経験をした後

に当社へ入社し、営業部門のマネジャー職を経て現在は人事部門の最高責

任者として、現場目線を取り入れた実践的な人材育成及び採用に係る戦略

の立案及び実行責任を担っています。当社の事業成長に必要不可欠な人的

資本の強化について、機動的かつ戦略的に統括する資質及び実績を有する

ことから、引き続き取締役候補者としました。

（5）橋本宗之氏は、国内外の証券・金融分野での就業を経て、当社入社後はCFO

として財務戦略を指揮するほか、コーポレート部門の統括・組織運営を通

じて当社の成長及び事業拡大に貢献していることから、引き続き取締役候

補者としました。

4． 当社は、各候補者との間で会社法第430条の2第1項に規定する補償契約を締

結しており、その内容の概要は事業報告20頁に記載の通りです。本議案が承

認可決された場合、当該契約を継続する予定です。

5． 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結しており、その内容の概要は事業報告21頁に記載の通りで

す。当該契約の被保険者の範囲は取締役（監査等委員である者を除く）、監

査等委員である取締役、執行役員及び当社子会社取締役となっています。各

候補者は既に当該契約の被保険者に含まれており、本議案が承認可決された

場合、引き続き被保険者に含められることとなります。なお、当社は、当該

契約を現在の契約期間満了後も更新することを予定しています。

－ 37 －





定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は法令の定める最低

責任限度額です。

5． 当社は、本議案が承認可決された場合、鈴木真紀氏及び齋藤太郎氏との間

において会社法第430条の2第1項に規定する補償契約を締結する予定で

す。その内容の概要は事業報告20頁に記載の通りです。

6． 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保

険会社との間で締結しており、その内容の概要は事業報告21頁に記載の通

りです。当該契約の被保険者の範囲は取締役（監査等委員である者を除

く）、監査等委員である取締役、執行役員及び当社子会社取締役となって

います。本議案が承認可決された場合、鈴木真紀氏及び齋藤太郎氏につい

て、新たに当該契約の被保険者に含められることとなります。なお、当社

は、当該契約を保険期間終了後も更新することを予定しています。
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専 門 性 及 び 経 験

氏名
企 業 経 営

ﾃﾞ ｰ ﾀ 領 域

情報 ｾ ｷ ｭ ﾘ ﾃ ｨ

財 務 ・ 会 計

法 務

人 事

人 材 開 発
国 際 性

E S G

S D G s

寺 田 親 弘 ● ● ● ●

富 岡 圭 ● ● ●

塩 見 賢 治 ● ● ●

大 間 祐 太 ● ●

橋 本 宗 之 ● ● ●

赤 浦 徹 ● ●

塩 月 燈 子 ● ●

鈴 木 真 紀 ● ● ●

齋 藤 太 郎 ● ●

【ご参考】取締役候補者スキルマトリックスについて

スキルマトリックスとは

スキルマトリックスは、取締役会が監督機能を発揮するために、各取締役の知

識 素養・経験といった「スキル」と「多様性」の組合せを一覧表にまとめたも

のです。その目的は経営戦略に照らして企業が必要とする取締役の知識・経験

と、現職取締役・取締役候補者の知識・経験とを対照させ、取締役会全体として

バランスの取れた構成であることや経営戦略に合致した取締役選任の適切性を開

示することにあるとされます。

当社は、知識、経験及び能力等のバランス並びに多様性に配慮して取締役候補者

を指名しています。本総会の第2号議案及び第3号議案が原案通りに承認可決され

た場合、現任の取締役を含めた各取締役の専門性及び経験は以下の通りとなりま

す。
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第4号議案 取締役（監査等委員である者を除く）に対する株価条件付ストック

オプションとしての新株予約権の内容決定の件

1. 提案の理由

中長期的な当社の株主価値及び企業価値の向上を目指すに当たり、当社取

締役のインセンティブをより高めるとともに、株主の皆さまとの一層の価値

共有を図ることを目的に、当社取締役（監査等委員である者を除く）に対す

る非金銭報酬として、株価条件付ストックオプション（以下、「本ストック

オプション」）を導入したく、本ストックオプションとしての新株予約権に

関する報酬等の額及び新株予約権の具体的な内容のご承認をお願いするもの

です。

なお、当社は本ストックオプションの導入に際し、2022年7月14日開催の

取締役会において、本議案をご承認いただくことを条件として取締役の報酬

等に係る決定方針を事業報告22～23頁記載の通り一部変更する旨の決議を行

っており、当該方針に照らしても本議案の承認を条件に付与される本ストッ

クオプションは取締役（監査等委員である者を除く）の報酬水準として相当

であると判断しています。あわせて、監査等委員会より、本議案の承認を条

件に付与される本ストックオプションは取締役（監査等委員である者を除

く）の報酬水準として相当である旨の意見を得ています。

2. 議案の内容（本制度における報酬等の額及び内容）

（1）ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額

当社は、2019年1月30日開催の臨時株主総会において、取締役（監査等委

員である者を除く）の金銭報酬として年額3億円以内とすることにつきご承

認をいただいておりました。

この度、役員報酬制度として本ストックオプションを新たに導入し、上記

の報酬枠とは別枠で、当社の取締役（監査等委員である者を除く）に対する

本ストックオプションに係る報酬枠として、2.5億円以内の報酬枠を新たに

設定することにつき、ご承認をお願いするものです。現在の取締役（監査等

委員である者を除く）は5名であり、第2号議案が原案通り承認可決されます

と、対象となる取締役（監査等委員である者を除く）は5名となります。

なお、本ストックオプションの公正な評価額は株価状況により変動するこ

とを踏まえ、今般新たに設定する報酬枠については、一定程度の株価上昇を

想定した上限値としての額としています。また、本ストックオプションは、

当社の株価が2,344円の水準に達する場合に初めて権利行使を可能にするも
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のであり、達成しない場合には権利が失効します。そのため、当該条件を勘

案したうえで、本ストックオプションの公正な評価額を算出しております。

本ストックオプションが全て行使された場合、2022年5月期末時点での発

行済株式総数に対し、最大で0.40%程度の希薄化が生じますが、本ストック

オプションに設定された権利行使条件が達成されることは、当社の株主価値

及び企業価値の向上に資するものであり、既存株主の皆さまの利益にも貢献

できるものと認識しているため、当該発行規模は合理的なものであると考え

ています。本ストックオプションの発行により、その付与から権利行使まで

の間、会計上、毎年、株式報酬費用が計上されますが、権利行使条件が達成

される場合は、前述の通り、既存株主の皆さまと株主価値及び企業価値向上

の利益を共有することができ、権利行使条件が達成されない場合は、株式が

発行されずに失効するとともに、計上された株式報酬費用が戻されることに

なるため、既存株主の皆さまが重大な不利益を被るおそれがないものと考え

ています。

なお、当社は、2022年7月14日開催の取締役会において、当社及び当社子

会社の従業員に対し、本ストックオプションとほぼ同内容の株価条件付スト

ックオプションを発行することを決議しました。詳細は、同日公表の「当社

グループの従業員に対する株価条件付ストックオプションの発行に関するお

知らせ」をご覧ください。

（2）本ストックオプションとして発行する新株予約権（以下、「本新株予約
権」）の概要

①新株予約権の総数
当社取締役（監査等委員である者を除く）に対して、2022年5月期に係る定時
株主総会開催日から1年以内に発行する本新株予約権の総数は、5,000個を限
度とする。

②新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権1個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」）は、
当社普通株式100株とする。
なお、本新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」）後、当社が当社普通
株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ）または株式
併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株
式移転（以下、総称して「合併等」）を行う場合、その他上記の付与株式数
の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で付与株式数を調整することが
できるものとする。ただし、以上までの調整は、本新株予約権のうち、当該
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調整後株価 ＝ 調整前株価 ×
1

分割・併合の比率

時点で行使されていない本新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調
整の結果生じる1株未満の端数は切り捨てるものとする。
③新株予約権の払込金額
本新株予約権と引換えに金銭を払込むことを要しない。なお、職務執行の対
価として、ストックオプションとしての新株予約権を発行するものであるた
め、有利発行には該当しない。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法
本新株予約権の行使に際する出資の目的は金銭とし、その価額は、本新株予
約権の行使に際して払込をすべき1株当たりの金額（以下、「行使価額」）
に、本新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は、本新
株予約権の発行に係る当社取締役会決議の日の前営業日における東京証券取
引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、そ
れに先立つ直近取引日の終値）と同額とする。
なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う
場合その他上記の行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内で
行使価額を調整することができる。

⑤新株予約権を行使することができる期間
本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」）は、2024
年8月31日から2032年8月30日（ただし、最終日が銀行営業日でない場合には
その前銀行営業日）までとする。

⑥譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認
を要する。

⑦新株予約権の行使の条件
・本新株予約権の割当を受けた者（以下、「本新株予約権者」）は、本新株

予約権の割当日以降、権利行使期間の終了日（2032年8月30日）に至るま
での間の特定の日において、東京証券取引所における当社の普通株式の普
通取引の終値株価が2,344円を超過した場合には、本新株予約権を行使す
ることができる。
ただし、割当日後に株式分割もしくは株式併合が行われた場合は、次の式
により調整した後の数値（円単位未満切り上げ）とする。

・本新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社子
会社の取締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。
ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があるとして
当社取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。

・その他の本新株予約権の行使の条件は、当社取締役会決議により決定す
る。
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⑧新株予約権の取得に関する事項
・当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契
約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要し
ない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が
別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得すること
ができる。なお、本新株予約権の一部を取得する場合には、当社取締役会
の決議によりその取得する本新株予約権の一部を定める。

・本新株予約権者が権利行使をする前に、上記⑦に定める規定により本新株
予約権の行使ができなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定め
る日の到来をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

⑨新株予約権のその他の内容等
本新株予約権のその他の内容等については、当社取締役会の決議により定め
る。

以上
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